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１．背景及び目的 
 

わが国は、「世界最先端の IT 国家になる」ことを目標に「e-Japan 戦略」、「e-Japan戦略Ⅱ」を
推進した結果、ブロードバンドインフラの整備と利用の拡大、高機能携帯電話の普及、電子商取引

の利用環境の整備において世界最先端の水準を実現した。また、この過程を通じ、官と民の協力体

制や IT戦略の評価体制の確立といった IT化の推進メカニズムの構築についても大きな成果を上げ
た。我が国はインフラ整備においても利用者のレベルにおいても世界最高水準となり、最先端のマ

ーケットと技術環境を有する世界最先端の IT国家となったと言える。 
一方、情報サービス・ソフトウェア産業を取り巻く状況は、ウェブ・サービスの台頭、ソフトウ

ェアのサービス化等エンタープライズ向け情報サービス市場及びコンシューマ向けソフトウェア

市場には、今まさに構造変化の波が押し寄せてきている。いわゆるWeb 2.0に象徴されるようなウ
ェブ・サービスを中心とする「知識情報社会の到来」に対し、企業戦略・企業組織も柔軟に対応す

ることを迫られている。（産業構造審議会情報経済分科会情報サービス・ソフトウェア小委員会に

てとりまとめられた報告書「情報サービス・ソフトウェア産業維新」） 
独立行政法人 情報処理推進機構（以下、IPA）は、ソフトウェア産業振興を担う中核機関として、
「e-Japan重点計画」の推進やこれらの新たな政府の取り組みに対し全力を傾けその実施に取り組
んでいる。 

また、IPA は、その「中期計画」において、「IT 政策シンクタンク及び情報発信基地として、内
外の IT 関連の技術・製品・市場の動向の調査を行うとともに、産学官の専門家で組織する研究会
での議論を通じて、「e-Japan 重点計画」等を推進するための優先分野の絞込みと、IT 技術ロード
マップの策定を行うこと」としている。 
 これらを踏まえ、効率的・効果的な事業運営と資源配分を実現するために 2005年度に設置され
た IT 分野での第一線で活躍する専門家で構成される「ソフトウェア未来技術研究会（旧情報技術
動向研究会）」（座長：中島一郎 東北大学教授 未来科学技術共同研究センター長）において、先
進的「ウェブ・サービス」を中心とするソフトウェアのサービス化をテーマとして取り上げ、今後

必要となる技術課題に関するロードマップを策定し、IPAの今後の関連事業に活用することとした。 
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２．技術ロードマップについて 
 

2.1. 技術ロードマップ策定の意義 

限られた予算の中で IPA が効果的な今後の技術開発事業を実施するには、先進的「ウェブ･サー
ビス」の技術の中から、優先的に技術開発を実施すべき分野の絞込みを行うことが重要である。本

技術ロードマップの策定の意義は、この重点分野の絞込みとそれに基づく今後の事業の具体化にあ

る。その絞込みの進め方として、先ず 2005年下半期以降に流行し、ウェブ・サービスの爆発進展
のきっかけとなった「Web 2.0」という語に焦点を当てた。「Web 2.0」に取り組むベンチャー企業
を中心としてヒアリングを実施し、ビジネスモデルとそのビジネスモデルを支える要素技術を検討

した。 
現在進展しつつある IT 分野における変化を踏まえ、今後、大きな要素を占めていくものとして
「ソフトウェアのサービス化」を指摘した。サービスとは、「外部から標準化されたプロトコルや

API1で呼び出して利用できるソフトウェア機能」を指す。また、このサービス化の流れについては、
既存のベンダーによるエンタープライズ系ソフトウェアの開発やパッケージソフト開発から、

「SaaS」や「SOA」といった新しいビジネスモデルのウェイトが着実に高まっていくと予想した。 
更に、情報量の急激な増大を背景として、中期的には「セマンティックWeb」が進展する可能性が
あると予想した。これらの予想の下に、中期（3～5 年後）、長期（5 年後以降）までを見通した技
術ロードマップを作成した。 
ただし、今後の先進的「ウェブ･サービス」の動向を左右する要因は、今後の技術動向だけでは

ないことはいうまでもない。従って、本技術ロードマップで実現目標とした各技術が実現されたと

きに、それを具体的にどのようなシナリオで普及・展開するかについては、その時点でのビジネス

動向や制度等も踏まえ、個別技術ごとに別途検討すべき課題といえる。同時に策定した技術ロード

マップの継続的な見直しも重要な課題である。 
 

                                                   
1 API（Application Programming Interface）：アプリケーションから利用できる、オペレーティングシステムやプログラ
ミング言語で用意されたライブラリなどの機能の入り口となるものである。主に、ファイル制御、ウインドウ制御、画像
処理、文字制御などのための関数として提供されることが多い。 



 6 

2.2. 先進的「ウェブ・サービス」の技術ロードマップ作成 

技術ロードマップの作成は、「検索エンジン」、「セマンティックWeb」、「ウェブ・サービス」と
いう 3 つのテーマについて、IPA 職員が有識者に対しヒアリングを行うことによって進められた。
そして作成した技術ロードマップについて研究会にて討議し、報告書を作成した。 
また、報告書での予測を検証するために、2007年 2月 19 日～24日、サンフランシスコ及びシ
リコン・バレーのウェブ先進企業を訪問した。更に、SaaS、SOA、セマンティック Web に関し、
ヨーロッパでの現状や日本での導入状況を外部シンクタンクに調査を委託し、それらを当報告書に

反映した。 
 

 
 

 

 

ここでの技術ロードマップの作成とは、対象となる技術分野の現時点での技術動向の把握と数年

後の実現すべき技術ターゲットの設定を行い、現状の技術レベルから技術ターゲット実現に至る技

術開発や何らかの施策の時系列的な行程（ロードマップ）を明確にすることを意味している。実現

すべき技術ターゲットは、社会的ニーズの強さ、市場的な波及効果、技術的波及効果などを勘案し

設定される。 
 

技術ロードマップ 

ウェブ 
サービス 

セマンティック

Web 

テーマ 

有識者に対する 
ヒアリング 

 

研究会における

討議 

検索エンジン 

米国ウェブ先進企

業に対する調査 

外部委託 
 

（図 2－1）ロードマップ作成方法 
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３．ウェブ・サービスの爆発的普及 
 

3.1. ウェブ･サービス  

ウェブ･サービスの爆発的普及を惹起したものは「ブロードバンドの普及」であり、特に常時

接続及び高速回線がトリガーとなったとみられる。 

  

 

（図 3－1）ブロードバンドネットワークの影響 （出典：富士通研究所 松井くにお氏作成の資料） 

 

 

（1）常時接続 
常時接続が当たり前のものとなったことにより、従来の情報供給者に加えて、インターネット

利用者が容易に情報を発信できるようになった。また、利用者側の情報発信を加速したのがブロ

グの出現であった。これにより多くの情報がインターネット上に蓄積されるようになった。また、

この膨大なデータをビジネスに利用する動きが出現している。更に、大量の情報がインターネッ

ト上に蓄積された理由としてハードディスクが安価になったことが挙げられる。 
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常 時 接 続 

 

「自動配信、手軽な発信が可能になり、コミュニケーションの輪が広がる」 

 

「フォーラムからブログやＳＮＳへ移行し、発信所在が明確」（フィード／RSS） 
 

「CGM（Consumer Generated Media）の大量発生」（フォークソノミー／集合知） 
 

「情報の整理、発見のための仕掛けやデータが必要」(ロングテール、データソースコントロール) 

 

（2）高速回線 
また、高速回線の普及は、これまで性能的に困難であったセンター側での一元的な運用を可能

にした。このことは、サービスの有用性を格段に向上させたと言える。すなわちソフトウェアを

所有して自分のコンピュータで利用することから、必要な場合に必要なだけ利用するオンデマン

ドの形態への移行を可能にしたのである。更に、自社でユニークなシステムを構築することはメ

ンテナンス費用がかかるため、本当に戦略的なシステム部分のみとし、残りの部分は外部からの

サービスの提供を受けるという新しい形態が出現した。 

 

高 速 回 線 

 

「性能的に不可能であったセンター側での実質的な運用が可能になる」 

 

「パッケージからサービスへ移行しマルチテナント方式へ」（常にβ版） 

 

「シンプルで低価格（無償）で導入コストは小」（SaaS化） 
 

「使いやすく、便利な機能、カスタマイズも容易」（マッシュアップ、リッチインタフェイス） 

 

 

3.2. いわゆる“Web 2.0” 

これらの流れの中で、ウェブ･サービスの爆発的普及を総称して、“Web 2.0”という言葉が生
まれた。Web 2.0という言葉は、あくまでもコンテンツの提供の仕方や、技術の提供の仕方、あ
るいは要素技術の組み合わせの仕方、サービスの使い方などを漠然と指しているため、明確な定
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義づけがなされている訳ではない。また、IEEE2や ISO3などのように、特定の規格や標準のこと

を指している訳でもない。しかし、Web 2.0という概念で特徴付けられるものは、従来のサービ
スを超えた下記のような共通要素を有しており、これらの要素を持っているかどうかによって

Web 2.0は特徴付けられている。 
・ユーザの手による情報の自由な整理 

・リッチなユーザ体験 

・貢献者としてのユーザ 

・ロングテール 

・ユーザ参加 

・根本的な信頼 

・分散性 
（添付資料 1「ティム･オライリーの提唱したWeb 2.0の特徴」参照） 

 
上記の要素を有しているサービスとして、DiggのWebサイトが挙げられる。DiggのWebサ
イトはニュース記事を対象として、ユーザによる投票やランキング表示等のサービスを提供する。

ユーザがどのような記事に投票したかをリアルタイムで視覚的に分かりやすく表示する機能を

持ち、ユーザ参加型のリッチなユーザ体験を実現している。 
 

        

                                                   
2 IEEE（The Institute of Electrical and Electronics Engineers, Inc.）：アイトリプルイーと読み、アメリカに本部を持つ電
気・電子技術の学会である。 非営利の専門機関であり、この種の団体では米国最大である。1963年にアメリカ電気学会
(AIEE)と無線学会(IRE)が合併し、組織された。多くの分科会を持ち、主な活動内容は、書籍の発行、標準化（規格の制
定）等である。また、この学会が定めた規格の名称は IEEEで始まる。 
3 ISO（International Organization for Standardization：国際標準化機構）：電気及び電子技術分野を除く全産業分野（鉱
工業、農業、医薬品等）に関する国際規格の策定を目的とする国際機関で、各国の標準化機関の連合体。1947年に設立
され、現在では 147カ国が参加している。本部はスイスのジュネーブにある。 

（図 3－2）DiggのWebサイト     （出典：http://digg.com/） 



10 

（表 3－1）Web2.0の特徴と実現するための技術 

また、kizasi.jpのWebサイトは、インターネット上のブログエントリを収集し、約 10分ごとに
ブログエントリの内容を時系列で解析する。解析した結果、頻度の多いキーワードのランキング

表示、話題のニュアンスを自動判別したジャンル別のランキング表示、過去から現在までの話題

の変化の表示等のサービスを提供する。ユーザ参加型の Digg に対して、kizasi.jp は自動的にラ
ンキング表示する特徴を持つ。 

         

 

3.3. ウェブ･サービスの展開を支える要素技術 

前述のWeb 2.0の各特徴には、これを支える技術として、Ajax、Web API（マッシュアップ）、
RSS、検索技術等がある。 
 

Web 2.0の特徴 Web 2.0を実現するための技術 

ユーザの手による情報の自由な整理 新しい考え方 

リッチなユーザ体験 Ajax、Web API（マッシュアップ）、RSS 

貢献者としてのユーザ 検索技術 

ロングテール 検索技術 

ユーザ参加 Web API（マッシュアップ）、RSS 

根本的な信頼 新しい考え方 

分散性 Web API（マッシュアップ） 

（図 3－3）kizasi.jpのWebサイト     （出典：http://kizasi.jp/） 
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これらの技術には、以下のような特色がある。 
 

（1）Ajax 
Ajaxという技術は、何故生まれたか。元々、サーバ側のみに依存した処理がサーバに過多な
負担を強いることから、ブラウザ側にも処理の一部をシェアするために生まれた技術である。

この技術が、Google Maps等のアプリケーションに使用されている。これにより、今までの応
答の遅かったインターネット上の地図アプリケーションを画期的に使いやすくした。ブラウザ

で動くプログラムがユーザの操作と非同期にサーバよりデータを取得するものである。ブラウ

ザ上で使い勝手の良いユーザインタフェイスを実現する技術とも言える。 
 

この技術は、更に分解すると以下の要素技術に分けることができる。 
・ JavaScript（ブラウザ上で動くプログラム） 
・ XML4 

 
通常のWebアプリケーションの場合、ユーザがブラウザを操作する度にWebサーバへアク
セスするため、待ち時間が生じる。これに対して Ajaxでは、ブラウザの操作とWebサーバへ
のアクセスを分離させ、必要に応じて非同期でデータをやり取りするので、ユーザは中断され

ることなく操作を行える。例えば、ユーザがブラウザ上でなめらかに地球儀を回転させたり、

広い地図画面を移動できることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

                                                   
4 XML（Extensible Markup Language）：文書やデータの意味や構造を記述するためのマークアップ言語の一つ。マーク
アップ言語とは、「タグ」と呼ばれる特定の文字列で地の文に構造を埋め込んでいく言語のことで、XMLはユーザが独自
のタグを指定できることから、マークアップ言語を作成するためのメタ言語とも言われる。 

（図 3－4）伝統的なWebアプリケーションモデルと、Ajaxモデルとの比較 

（出典：キーマンズネット http://www.keyman.or.jp/cgi-bin/navi/30001590/A3A113/00999900/00999900/A3vGLs6ir/） 
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（2）Web API（マッシュアップ） 
企業におけるアプリケーションは、今まではソフトウェアをパッケージとして購入するか自

社で開発しなければならなかった。しかし、Google、Yahoo!などがコンシューマ向けに Web
上のサービスとして高機能をもつアプリケーションを無償で提供し始め、ビジネスにおいても

利用が進んでいる。具体的には、基盤となるアプリケーション（プラットフォーム）の API
（Application Programming Interface）を公開することにより、他者がこれに様々なアプリケー
ションソフトウェアを付加（マッシュアップ）することを可能としている。更にはユーザが自

分のプログラムから Google などが提供するサービスを利用することが可能となる。マッシュ
アップとは、複数のサービスを合わせて利用することであり、このマッシュアップあるいは、

自社で作成したプログラムから Google などが提供するサービスを利用する際の接点が Web 
APIである。これを無償で公開することにより、その接点に様々なアプリケーションソフトウ
ェアを接続することが可能となっている。例えば、Google Map上の好きな箇所にピンクリッ
プでホテル・レストラン案内情報を追加したり、歩行者の目線で見える町並み写真や経路検索

等のサービス機能を追加したりすることが可能となっている。 

これはプログラムとプログラムのコミュニケーションとして捉えることができ、現在利用さ

れている要素技術として以下がある。 

・SOAP（Simple Object Access Protocol） 
ネットワーク上にあるアプリケーション同士のメッセージ交換やリモートプロシージ

ャ呼び出し 

・REST（Representational State Transfer） 
プロトコルとして HTTP5だけを使用し、XML形式で実行結果を戻すシンプルな手順 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 3－5）API公開とマッシュアップサービス  （みずほコーポレート資料に基づき作成） 

                                                   
5 HTTP（Hyper Text Transfer Protocol）：Webサーバとクライアント(Webブラウザなど)がデータを送受信するのに使わ
れるプロトコル。HTML文書や、文書に関連付けられている画像、音声、動画などのファイルを、表現形式などの情報を
含めてやり取りできる。 

API公開 
Webサービス A 

② 生データ返す 

マッシュアップして

新たな Web サービス
提供 

ユーザ 
マッシュアップ

サービス提供者 

① サービス呼び出し 

① サービス呼び出し 

API公開 
Webサービス B 

② 生データ返す 
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（3）RSS（Rich Site Summary） 
RSS は、ブログやホームページのページ単位での情報〔見出しや要約（メタデータ）〕をサ
マリーし、ユーザがアクセス可能なデータとして扱うための仕組みである。主に、ブログやホ

ームページが更新されるとその更新情報を購読者に伝える仕組みとして利用されるケースが

多い。これは、Ajaxと同様に XMLという標準フォーマットによるサーバ間の連携と考えるこ
ともできる。RSS文書によって、ユーザが多数のWebサイトの更新情報を統一的、且つ効率
的に把握することが可能となる。 

 
この技術を更に分解すると、以下の要素技術に分けることができる。 
・RDF6 
・XML 

 

（4）検索技術 
検索エンジンの大きな特徴の一つとして、クローラ（スパイダー）を用いることが挙げられ

る。これにより、WWW上にある多数の情報を効率よく収集することができる。大規模な検索
エンジンでは、100億ページ以上のページから検索が可能になっている。 
収集したページの情報は、事前に解析し、索引情報（インデックス）を作成する。日本語な

どの言語では、自然言語処理機能が生成される索引の質に影響する。このため、多言語対応し

た検索エンジンの方が精度の高い検索が可能となる。 

検索結果の表示順は、検索エンジンの質が最も問われる部分である。ユーザが期待したペー

ジを検索結果の上位に表示することができなければ、ユーザが離れてしまうからである。その

ため、多くの検索エンジンが表示順を決定するアルゴリズムを非公開にし、その性能を競って

いる。また、検索エンジン最適化業者の存在も、アルゴリズムを公開しない要因になっている。

Google は、そのアルゴリズムの一部である PageRank を公開しているが、やはり多くの部分
が非公開になっている。 

ウェブページの更新時刻の情報を用いて、新しい情報に限定して検索できるものや検索結果

をカテゴリ化して表示するものなど、特徴のある機能を搭載しているものもある。また、検索

結果と同じ題名の書籍がある場合、オンライン書店へのリンクを表示するなど商業的な機能も

ある。 

 

                                                   
6 RDF（Resource Description Framework）：情報についての情報(メタデータ)の表現方法についての枠組み。RDFで記
述される情報は、異なるアプリケーションの間でのデータ交換を可能にしたり、交換の効率化を図ったり、あるいはデー
タの分類・検索の自動化を図ることができる。 
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3.4. “Web 2.0”のまとめ 

Web 2.0と称される、ウェブ･サービスの急速な拡大を支えるこれらの技術は、もちろん各企業
による日々のたゆまない改良、工夫がなされているが、ある程度成熟した技術の組み合わせであ

るといえる。現在のWebサービスの大半は、例えば Googleの「Google Maps」や「Google Earth」
等においては、Ajax技術の活用により大規模な基盤（プラットフォーム）ともいえるアプリケー
ションを提供するとともに、この APIを公開している。これらの公開された APIを接点として、
様々なアプリケーションを接合（マッシュアップ）することにより、多様なサービスを提供して

いる。プラットフォームを提供する者以外は、大宗がビジネスモデル等における創意工夫が中心

となっている。 
 

 

 

 

（表 3－2）主な検索エンジンの種類と検索エンジンの例 

検索エンジン 概要 主な検索エンジンの例 

①インターネットを利

用した一般的な検索エ

ンジン（General search 

engines） 

キーワードを入力し、ヒットしたすべて

を表示する『全文検索システム』（Google

など）や、人手で構築したディレクトリ

を検索しそのディレクトリごとに表示

する『ディレクトリ型』（Yahoo!など）

がある。 

V 2try4  

V Alexa Internet  

V Alta Vista  

V Ask.com 

V AskMeNow  

V Exalead 

V Gigablast 

V Google  

V MozDex  

V Windows Live 

Search 

V WiseNut  

V Yahoo! Search 

②メタサーチ（複数の

検索エンジンを利用し

た 検 索 エ ン ジ ン ：

Metasearch engines） 

利用者の検索要求を他の複数の検索エ

ンジンに送信し、それらの検索結果を返

す。一度に複数の検索エンジンを利用で

きる。 

V Bioinformatic_ 

Harvester  

V Brainboost  

V Clusty  

V Dogpile  

V Excite 

V HotBot 

V Info.com 

V Ixquick 

V Kartoo 

V Mamma 

V Metacrawler 

V MetaLib  

V Myriad Search  

V SideStep  

V WebCrawler  

V Fazzle.com 

③電子メールを利用し

た検索エンジン 

（ Email-based search 

engines） 

電子メール・ソフトウェア経由で検索す

る検索エンジン。インターネット環境が

悪い場所（接続が悪い、速度が遅い、料

金が高い、など）での利用を想定。 

V TEK  
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検索エンジン 概要 主な検索エンジンの例 

④オープンソース・ソ

フトウェアの検索エン

ジ ン （ Open source 

search engines） 

インターネット以外にも、例えばイント

ラネットや LAN 内を検索できるように

設計された、オープンソースの検索エン

ジンソフトウェア。 

V DataparkSearch  

V Egothor  

V Gonzui 

V Ht://dig 

V Lucene  

V mnoGoSearch  

V Namazu  

V Nutch  

V OpenFTS 

V SWISH-E  

V Wikiasari  

V Xapian  

V YaCy  

V Zettair 

人物検索エンジン V Zoominfo  

就職検索エンジン V Hotjobs.com 

V Indeed.com 

V Monster.com  

V SimplyHired.com 
ブログ検索エンジン V Bloglines  

V IceRocket  

V PubSub  

V Sphere  

V Technorati 

ニュース検索エンジン V Google News  

V MagPortal  

V Newslookup  

V Topix.net  

V Yahoo! News 

P2P検索エンジン 
（P2Pファイルを検索） 

V BitTorrent  

V Isohunt  

V Mininova  

V The Pirate Bay  

V TorrentSpy 

不動産検索エンジン V Zillow.com  

オンラインショッピング比較の検索エ

ンジン 
V Froogle  

V Kelkoo  

V MSN Shopping  

V MySimon  

V NexTag  

V PriceRunner  

V Shopzilla 

地図検索エンジン V Google Maps  

V MapQuest  

V Virtual Earth  

V Yahoo! Maps 

⑤特定トピックに特化

した検索エンジン 

チャリティ（慈善活動）検索エンジン（売

り上げの 50％を慈善団体へ寄付してい
る） 

V GoodSearch  

技術者向けオープンソースのコード検

索エンジン 
V Krugle  

V Koders  

V UCodit 

会計士向け検索エンジン V IFACnet  

⑥利用者を限定した検

索エンジン 

医療関係者向け検索エンジン V Entrez 

V GoPubMed 

V KMLE Medical 

Dictionary  

V MeshPubMed 

V WebMD 
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検索エンジン 概要 主な検索エンジンの例 
プラスティック業界向け検索エンジン V IDES_Inc.  
子供向け検索エンジン V Yahoo! Kids  

V Ask for Kids  

V Quintura for Kids 

ソーシャル検索エンジン（利用者のフィ

ードバックやサイトの「お気に入り」追

加状況などにあわせた広告を提供する） 

V Google Coop 

V Rollyo  

V Wink 

（出典：ニューヨークだより 2006年度 3月号） 

 

 

3.5. ポスト“Web 2.0” 

  米国ウェブ先進企業調査で訪れた Linden Labが提供する三次元の仮想空間である Second Life
には、Web 2.0のその先のサービス像を垣間見ることが可能である。Second Lifeでは、ユーザ
がオブジェクト作成ツールにより、家、服、家具、飛行機、植物等の様々なオブジェクトを作成

できる。これはまさにWeb 2.0の特徴の一つである CGM（Consumer Generated Media）の発現
形である。更に、Second Life内だけで機能する検索エンジンもあり、Second Life内には Google
の検索も到達できない。このように Second Lifeは、三次元空間におけるリアルタイムのコミュ
ニケーションが可能であり、Web 2.0のその先のサービスを既に包含していると言っても過言で
はない。 

  
   ■Second Lifeとは 
   ［概要］ 

バーチャルワールド Second Life は、すべてユーザが創造し発展させてゆく、永続的な 3D
オンライン・スペースである。巨大で急速に拡大していくこの世界では、想像できるあらゆる

ものを創造し実現できる。内蔵のコンテンツ・クリエーションツールを使って、リアルタイム

で他の住人と協力して、想像できるものを何でも作ることができる。詳細にこだわったデジタ

ルボディ（「アバター」）により、豊かでカスタマイズ可能なアイデンティティが作れる。膨大

な数のコンピュータのネットワークで実行され、人口増加とともに拡大するパワフルなフィジ

ックス・シミュレーションによって、深いインタラクティブな幾万エーカーにも広がる本物そ

っくりの世界に完全に入り込む。3Dコンテンツを設計し販売する能力と、土地とマイクロ通貨 
（実際の現金に交換可能）を所有し開発する能力とを組み合わせ、Second Lifeに本物のビジネ
スを構築することができる。（Second Life http://secondlife.com/world/jp/whatis/ より抜粋） 
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（図 3－6）Second Lifeの三次元仮想空間 

（出典：日経 BPネット http://arena.nikkeibp.co.jp/tokushu/gen/20070314/121244/index2.shtml） 

 

3.6. 新たな技術への挑戦 

（1）新たな検索技術 
Googleを追うと期待される新たな検索技術としては、「音声検索技術」、「動画検索技術」、「写
真による検索技術」、「自然言語7による検索技術」、「クラスタリング検索技術8」の 5 つが挙げら
れる。 
 
・音声検索技術の例としては、TV アイズが挙げられる。同社は、ラジオ及び TV 番組内の音
声（主にニュース）をキーワードやトピックで検索し、検索結果をテキスト形式で表示する

サービスを有料で提供している。 
  
・動画検索技術の例としては、Searchforvideo.comが挙げられる。同社は、CNN、ロイター
といったニュースサイトや E!Online（エンターテイメント）、iFilm（オンライン映画配信）
といった娯楽サイト、その他スポーツサイトなど併せて 1 万以上の動画掲載サイトから動
画を検索することができる。 
  
・写真による検索技術の例としては、Riya（リヤ）が挙げられる。新興企業の同社は、写真
に写ったアイテムの特徴をデジタル署名化し、それに似た製品をウェブ上から検索する技

                                                   
7 自然言語：自然言語とは、実際に話す（あるいは書く）場合と同じ言葉を指している。 
8 クラスタリング検索技術：クラスタリング検索技術は、テキスト形式の検索結果を、検索内容に最も近いものが一目
でわかるようにビジュアル化されたものである。 
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術「Likeness Technology」を開発している。この技術により、例えば欲しい服や商品のブ
ランド名や型番を調べて検索するのではなく、その写真から似たような商品を検索するこ

とが可能になる。 
 
  ・自然言語による検索技術の例としては、ChaCha.com（チャチャ）が挙げられる。同社の現

在ベータ版である ChaCha.com の最大の特徴は、本物の人間が「ガイド」として検索結果
に IM（インスタント・メッセージ）を利用したチャットで答える点である。 

 
   ・クラスタリング検索技術の例としては、Quintura.com（キンチュラ）が挙げられる。同社で

は、検索キーワードに関連する言葉をより近いものから順に太字で画像中央に表示し、視覚

に訴える方法をとっている。 
 
（2）Web分析エンジン 

また、インターネット情報の「瞬時」収集技術及び知識フィルタリング技術を組み合わせ、

Web上の全情報を効率よく収集し、ユーザの望む形式で提供する。「Web分析エンジン」シス
テムの開発等、単なる検索エンジンを越えた技術革新に向けた動きもある。 

 

 
（図 3－7） Web上の全情報を効率よく収集しユーザの望む形式で提供するシステムの開発 

（出典：早稲田大学 山名教授 「Web検索」から「Web分析」へ） 
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４．ソフトウェアのサービス化の進展 
 
ウェブ･サービスの爆発的普及のもとで、ソフトウェアのサービス化が着実に進展しつつある。

サービス化とは、自社のサーバ上で業務処理を行うのではなく、ネットワークを通じて他者のサー

バ上のプログラムに業務を処理させ、結果を受け取るものである。サービス化を促進する原動力は

「迅速な業務変化への対応」である。すなわち自社で何年もかかってプログラム開発を行っていて

は業務環境の変化に対応できない。また自社開発のプログラムは、メンテナンスに時間、コストが

かかる。このため、自社のシステムの全部または一部を他者が提供するサービスに依存していく動

きが出現している。特に高速回線や常時接続が可能となったことによりこのようなサービス化が大

きく進展しており、SaaSや SOA等の新しいソフトウェア提供の形態が出現し始めている。更に今
後の NGNの実現によりこの動きは大きく加速化される可能性がある。 
 

4.1. SaaS（Software as a Service）型ビジネスモデルの出現、及び拡大 

（1）SaaSとは 
SaaS とは、ネットワークを通じて顧客にアプリケーションソフトの機能を必要に応じて提
供する仕組みのことである。 

SaaS を利用すれば、顧客のハードウェアにアプリケーションソフトがインストールされて
いなくても、インターネットにつながったブラウザにより、ネットワークを通じて随時ソフト

ウェアを利用することができる。パッケージ化されていない状態で、機能単位で提供されるた

め、用途ごとに必要最小限のサービスを利用することができる。 

また、SaaS は顧客ごとに別のサーバを用意するのではなく、一つのハードウェアで複数の
顧客に対応することができる（マルチテナント型）。その上で顧客ごとに個別の設定を行うこ

とが可能である。 

SaaS型モデルの典型的事例として、Salesforce.comの SaaS基盤がある（図 4－1参照）。
Salesforce.comの SaaS 基盤は、646,000 のユーザ（サブスクライバ）、29,800 の利用企業等
（カスタマー）に 500 種ものアプリケーションをサービスとして提供している（2007 年 1 月
末現在）。 
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（図 4－1）SaaS概要図       （出典：Salesforce.comの資料をもとに作成） 

 

(1) API (Application Program Interface)：あるプラットフォーム(OSやミドルウェア)向けのソフトウェ
アを開発する際に使用できる命令や関数の集合のこと。 

 
(2) EAI (Enterprise Application Integration): 既存システムや市販のパッケージソフトなどを接続して
データ連携させることで、簡単にシステム統合を実現するソフトウェアのこと。 
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（2）SaaSの出現の背景 
現在、SaaSが注目を集めている背景には、以下のようないくつかの要因がある（図 4－2）。 

 

 

（図 4－2）SaaSの推進要因     （出典：野村総合研究所） 

 

■外部環境の変化 
イ）ブロードバンドネットワークの普及 

1999 年～2000 年前後の ASP 時代と大きく異なるのは、ユーザ企業のネットワーク環境で
ある。当時はアナログ回線や ISDN回線が中心であり、常時接続も普及していなかった。この
ため、場合によっては、ネットワークの接続コストが、アプリケーションの利用コストを上回

るという本末転倒の状況を招き、「TCO 削減」という企業側が ASP に求める期待に応えられ
なかった。 
高速・大容量・常時接続というブロードバンド環境が当たり前となった現在の企業ネットワ

ーク環境が SaaSを大きく後押しているといえよう。 
 
ロ）標準的なサービス間連携技術の確立 

Webサービスに代表される標準的なサービス間連携技術が確立したことも、サービス同士の
連携を行う上で大きな意味がある。Web サービス API を利用すれば、プラットフォームの違
いを意識することなく、比較的容易にサービス間の相互接続が可能である。 
 
ハ）セキュリティに対する意識変化 
従来の ASP が普及に至らなかった要因の一つに、顧客情報や会計データなどの機密データ

   ユーザ側のメリット 
・コスト削減（ライセンス、ハードウェア、 
 運用管理コスト） 
・利用のしやすさ（すぐに使える） 
・選択肢の拡大（前払いライセンス費用 
 に縛られず、いつでも利用停止可能） 
・常に最新機能をシームレスに利用可能 

   ベンダー側のメリット 
・顧客の裾野拡大（ライセンス、イン 
 フラ不要、経営層の承認不要） 
・開発コストの圧縮、市場投入サイク 
 ルのスピードアップ 

SaaS 

  外部環境の変化 
・高速インターネット回線の低 
価格化 
・Webサービスなど標準的な
サービス連携技術の確立 
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を第三者に預けることに不安を覚える企業が少なくなかった点が挙げられる。一方、ASP事業
者側もそういった不安を払拭するだけの説得材料を持ち合わせていなかった。 
これに対して、昨今では、個人情報保護法（2005年４月全面施行）やいわゆる日本版 SOX
法（2006 年 4 月成立）など企業の情報セキュリティに大きな影響を与える法律が制定され、
セキュリティに対する企業の考え方は大きく変わってきている。重要なデータはとりあえず社

内に留めておけば安心と考える企業ばかりではなく、信頼できる他企業に預ける方が安心と考

える企業も生じつつある。 
一方、データを預かる SaaSベンダー側のシステムも以前に比べてセキュリティ面の強化が
一層進み、非常に堅牢なデータセンターで運用されている。例えば、一部の企業では、SAS70
（米国公認会計士協会が策定した監査基準書第 70 号）という非常に高いレベルの監査基準を
クリアする等、内部統制も徹底され、ユーザ側の不安を払拭するのに成功しつつある。 

 
（3）SaaSのメリット 
 
■ユーザ側のメリット 

SaaSを利用するユーザ側の利点を整理すると以下のようになる。 
 

イ）コスト削減（ソフトウェア・ライセンス、ハードウェア、運用管理） 
   SaaS では、利用期間に合わせて料金を支払うサブスクリプション形式の料金体系をとって
いる。このため、前払い形式のライセンス費用は不要となる。また、SaaS ベンダー側の設備
にインストールされたソフトウェアをインターネット経由で利用する形態をとるため、ソフト

ウェアを自社の環境にインストールするためのシステム設計やハードウェアコストが不要と

なる。また、導入後の運用管理もクライアント側の管理を除けば、基本的に SaaS事業者任せ
となり不要である。これによって、イニシャルコスト、及び導入後も運用管理費を中心にコス

ト削減が期待できる。 
 
ロ）導入の容易さ、迅速性 

SaaS では、自社でシステムを構築する場合に比べて、ハードウェアの調達、環境設定、ソ
フトウェアの導入、運用計画の策定などの作業が不要となるため、一般的に、数週間～2、3
ヶ月程度でサービスの利用を開始することが可能である。 
 
ハ）選択肢の拡大（前払いライセンス費用に縛られず、いつでも利用停止可能） 
   SaaS では、目的に即さなくなった場合、契約期間に縛りがあるケースを除けば、いつでも
利用を停止することができる。この点も一旦導入してしまうと、投資を回収するまではシステ

ムの買い替えに踏み切りにくいライセンス型ソフトウェアにないメリットといえる。 
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ニ）常に最新機能をシームレスに利用可能 
   SaaS では、ベンダー側がソフトウェアを所有し維持管理を行っているため、バージョンア
ップなどはベンダー側に委ねることになる。Web 2.0 の世界では、「永遠にベータ版」という
キーワードがあるが、SaaSでもベータ版とはいわないが、頻繁にバージョンアップを行い（マ
イナーも含む）、常に最新の機能をユーザに提供している。こうしたバージョンアップ作業の

際も、ユーザはシステムの利用を停止する必要はない。 
 

    上記の諸点は、いずれも、情報化投資やシステムのメンテナンスに多くの資源を投入できな

い中小企業にとって、特に大きなメリットとなる可能性が高い。 
 
■ベンダー側のメリット 
  一方、SaaSの形式でサービスを提供するベンダーのメリットは以下のとおりである。 
 
イ）顧客の裾野拡大 
   ハードウェアや運用管理者が必要で、初期投資がかさむライセンス型のソフトウェアに比べ、

SaaS であれば、毎月の利用料のみで使用を開始できることから、従来は顧客となり得なかっ
た層の企業に対してもアプローチがしやすくなり、新たな顧客層の開拓が期待できる。 

   更に、アプリケーションソフトウェアの開発企業にとっては、多数の顧客を有するプラット

フォームに自社開発したアプリケーションを提供することにより、マーケティングに要する資

源を大幅に節約できる。 
  
ロ）開発コストの圧縮、新機能投入のスピードアップ 

SaaS では、ベンダー側のプラットフォームでソフトウェアを稼動から運用管理までを行う
ため、従来のソフトウェアのようにユーザ企業側が保有する多種多様なプラットフォームを想

定して開発を行う必要がない。このため、開発コストの圧縮や新サービスや機能を市場に投入

するためのライフサイクルの短縮が期待できる。 
 

（4）SaaSの分類 
SaaS については、米国において着実にソフトウェアマーケットの一定割合を占めつつある
（2011年までに Gartnerは SaaSがソフトウェア市場の 25%を占めると予測）が、SaaSのビジ
ネスモデルは大きく 3つに分類できる（図 4－3参照）。 
 
 ■ビジネスモデル（ⅰ） 

SaaSアプリケーションを稼働させるためのハードウェア、ソフトウェアのプラットフォー
ムを SaaSアプリケーションベンダーに提供する企業（OpSource9） 

                                                   
9 OpSource：http://www.opsource.net/ 
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■ビジネスモデル（ⅱ） 
ソフトウェアサービスのインフラを SaaS アプリケーションベンダーに提供するとともに、
自ら及び第三者の作成したアプリケーションをユーザに提供する企業（Salesforce.com10） 

   このようなプラットフォームにアプリケーションを提供する企業（Projity11） 
■ビジネスモデル（ⅲ） 

自らのプラットフォームの上で、自ら作成したアプリケーション（CRM のみではなく、

e-commerce やアカウンティング等、Office Suite 全般）をワンセットでユーザに提供する
企業（NetSuite12） 

 

 

 

 

                                                   
10 Salesforce.com：http://www.salesforce.com/ 
11 Projity：http://www.projity.com/ 
12 NetSuite：http://www.netsuite.com/ 
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（図4－3） SaaSのビジネスモデル概念図 
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（5）SaaSの特徴 
これまで個別企業が CRM等のパッケージを購入し、自社のシステムの上でカスタマイズして
利用していた業務は、SaaS をカスタマイズして利用する形態にシフトしていく傾向が出現する
とみられる。更に PC上で稼動していたワープロ、表計算等のパッケージソフトウェアは、新規
導入のケースを中心に Google等が提供する無料のサービスで置換されていく可能性がある。 
この他、特に SaaSが有する、①初期コストやメンテナンス費用が節約できること、②導入が
迅速であり運用管理をベンダーに一任できること、③柔軟な利用が可能であること（急なユーザ

数の増減に対応可能）等の点は、中小企業にとって大きなメリットとなる。このため、中小企業

の経営の IT化促進に当たっては有効な手段となる可能性が高い。 
SaaSと呼ばれるようになった現在の ASPは、普及に至らなかった従来の ASPの課題を解決
すると同時に大幅な進化を遂げ、ビジネスとして成功を収める要素を数多く秘めている。 

SaaS ベンダーの代表である、Salesforce.com や NetSuite の例を参考に、技術的な観点で、
SaaSが従来の ASPと異なる点を挙げる。 
 

イ）ASPモデルでの提供を前提として設計されており、性能、操作性が向上 
   パッケージソフトウェアをネットワーク経由で利用できるようにしただけの従来の ASP と
異なり、SaaS では、開発当初から ASP でのサービス提供を前提として設計されているため、
ネイティブなWebアプリケーションと比べてパフォーマンスが劣るということはない。 

   操作性に関しても、非常に直感的な UI（ユーザインタフェイス）を実現し、更にWebペー
ジの一部だけを更新できる Ajax技術が登場、SaaSベンダーが積極的に採用し始めたため、オ
フィスソフトなどと同等の使い勝手を実現している。 
また、ソフトウェアの開発ベンダーではない、サードパーティベンダーによってホスティン

グされていた従来の ASPと異なり、SaaSでは、ソフトウェアの開発ベンダー自らがホスティ
ングしているため、バージョンアップ作業やメンテナンス作業の際もユーザ側ではシステムの

利用を停止する必要がない。 
 
ロ）マルチテナント 
比較的安価な料金でのサービスを売りにする ASP がビジネスとして成立するためには、ベ
ンダー側の設備投資、運用管理コストを極力、抑えることが必要となる。従来の ASP の多く
は顧客ごとにサーバ環境を割り当てる形式（＝シングルテナント）であったため、少数ユーザ

の顧客に対しても、サーバや DBを個別に割り当てる必要があり、コスト効率が悪かった。 
これに対して、SaaS では、複数のユーザでサーバや DB をシェアすること（＝マルチテナ
ント）で、ハード／ソフトウェア費用や運用管理費用を抑え、スケールメリットの最大化を図

っている（図 4－4参照）。更に、全ユーザが同じバージョン、同じコードベースのソフトウェ
アを使用しているため、ベンダー側で一括してアプリケーションのアップグレードやパッチ適

用ができるというように管理・運用・保守の負荷も大幅に軽減できるようになっている。 
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ハ）カスタマイズ性の向上 

     従来の ASPでは基本的にカスタマイズができず、ユーザの個々のニーズに応えることはで
きなかった。これに対し、SaaS では、メタデータを利用して、ユーザごとに個別にカスタ
マイズしたサービスを提供することができる。メタデータとは、ユーザごとのカスタマイズ

情報を記録したデータで、アプリケーションサーバとは別に用意した DB 上に保持される。
そのため、システムのバージョンアップの際にも、ユーザが設定したカスタマイズ情報を引

き継げるメリットがある。 
    カスタマイズ可能な項目としては、表示フォントやカラーなどのユーザインタフェイスの

変更やビジネスルールの改変、データモデル（フィールドやテーブル構成など）の拡張など

がある。 
 
ニ）アプリケーション連携のしやすさ 
   他のアプリケーションとの連携性も大幅に向上している。SaaS では、顧客企業の既存アプ
リケーションや SAP、Oracleなどのパッケージ・アプリケーションとの連携を可能とする API
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（図4－4） シングルテナントとマルチテナントの違い 
顧客ごとに個別にリソースを割り当てるシングルテナントに比べ、マルチテナントでは、複数で

の顧客でリソースを共有するため、サーバコスト、運用管理コストなどを抑えることができる。 

（出典：野村総合研究所） 
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がベンダーから提供されているケースが多い。また、Salesforce.com の「AppExchange」の
ように、SaaS アプリケーションと連携して動作可能なアプリケーションを他社が構築できる
プラットフォームが提供されるケースもある。もちろん、複数のアプリケーションにわたって、

リアルタイムにデータ連携を行うようなケースでは簡単にはいかないが、以前の ASP と比べ
れば格段の進化といえる。 

   従来の ASPと SaaSの違いをまとめると表のようになる。 
 

（表 4－1）SaaSと従来の ASPとの比較 

 
SaaS 従来の ASP 

従来のソフトウェア 

（ライセンス） 

初期コスト ○ ○ △ 

TCO ○／△ ○／△ △／× 

アーキテクチャ マルチテナント シングルテナント シングルテナント 

課金モデル サブスクリプション サブスクリプション ライセンス 

導入の迅速性 ○ ○ △／× 

運用管理のしやすさ ○ 

（ベンダー） 

○ 

（ホスティング業者） 

△ 

（自社） 

他のアプリケーション

との連携 
△ × ○ 

カスタマイズ性 △ × ○ 

(出典：野村総合研究所「ITロードマップセミナーautumn2006」) 

 

このように ASP からの進化形ともいえる SaaS は、マルチテナントによりスケールメリット
を最大化しながらも、メタデータによって、個別ユーザの要求に合うようユーザ側でのカスタマ

イズ性を大幅に高めた点に大きなポイントがある。 
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（6）SaaSの進化 
イ）アプリケーションの提供から、プラットフォームの提供へ 
   従来の ASP時代の課題を解決したことに加えて、SaaSは単なるアプリケーション機能の提
供から、プラットフォームの提供へと更に進化している。代表的な例としては、Salesforce.com
の「AppExchange」、NetSuiteの「SuiteFlex」などがある。 

   Salesforce.comの AppExchangeは、Salesforce.comの CRMサービスと連携可能な新たな
アプリケーションをパートナー企業やユーザが構築できるプラットフォームである。SaaS 形
式でアプリケーションを提供するための各種インフラが提供されており、開発者はユーザプロ

ファイル、DBテーブル、API、ドキュメント管理などの機能を利用して、短期間でアプリケー
ションを開発したり、カスタマイズや他システムとの統合を行うことができる。 
このプラットフォーム上で開発されたアプリケーションは、「AppExchangeディレクトリ」
というWebサイト上で公開され、ユーザは Salesforce.comのアプリケーションとパートナー
企業が開発したアプリケーションを容易に組み合わせて利用することができる。 
また、この Web サイトは、ユーザ同士の意見を交換するコミュニティサイトにもなってい
る。Amazon.comの書評と同じようにユーザは利用したアプリケーションの使い勝手などの評
価をレビューとして登録することができるため、他のユーザはレビューを参考に、使用するア

プリケーションを選択したり、ベンダーはフィードバックをもとに一層の機能強化を図るなど

の効果が期待できる。 
   2007年 1月末現在、AppExchangeディレクトリには、全世界で 500を超えるアプリケーシ
ョンが登録されており、日本においても代理店販売管理や予算・購買管理など 60 以上のアプ
リケーションが登録されている。AppExchangeの仕組みを（図 4－5）に示す。 

 

 
（図 4－5）AppExchangeの仕組み     （出典：野村総合研究所） 
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一方、Salesforce.com の競合となる NetSuite も、ビジネスプロセス全体のカスタマイズや
NetSuite上で稼働するサードパーティ・アプリケーションの開発を可能にする「SuiteFlex」と
いうプラットフォームを提供している。 
  特に、SuiteFlex に含まれるカスタマイズツールである「SuiteBuilder」では、クリックの
みで、コーディングを行うことなく、シンプルデータベースフィールドの追加からフォームの

カスタマイズ、複雑なデータオブジェクトの管理などが可能である。 
なお、NetSuite では、同社のユーザやパートナー企業が開発した NetSuite の拡張機能やカ
スタマイズの結果をコミュニティで共有するためのオープンソース・ディレクトリ

「SuiteSource」も 開設している。これは、オープンソースか否かという違いがあるが、
Salesforce.comの「AppExchange」Webサイトと同様の取り組みである。 

 
ロ）オンデマンド・プログラミング言語の可能性 
   SaaS ベンダーが提供するプラットフォームによって、カスタマイズの自由度は大幅に向上
する。また、プラットフォーム上で、より自由なアプリケーション開発を可能とするものとし

て、オンデマンド・プログラミング言語がある（図 4－6 参照）。具体的には Salesforce.com
の「Apex」、NetSuiteの「SuiteScript」である。 

 

 
      （図 4－6）オンデマンド・プログラミング言語の位置づけ （出典：野村総合研究所） 
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  Salesforce.comの「Apex」は、Javaと非常に近い構造、シンタクスを持つ同社オリジナル
の言語で、Apexを利用すれば、ユーザは自社で利用している Salesforce.comのコードに直接
変更を加えたり、独自に作成したコードを追加したりすることができる。このため、更に柔軟

なカスタマイズが可能となり、ボタンの形状の変更から、複雑なビジネス・ロジックの変更・

追加までもがユーザ側で可能となる。また、パートナー企業が新たなアプリケーションを開発

し、Salesforce.comのサーバ上でビジネス・ロジックを実行させることもできる。これにより、
トランザクションやビジネスフローの制御もサーバ上で行えるようになり、アプリケーション

のパフォーマンスの向上が期待できる。 
   一方、NetSuiteの「SuiteScript」は、先に説明した SuiteFlexの中の 1ツールとして提供さ
れている。SuiteScriptは JavaScriptをベースにしたプログラミング言語であり、分岐ロジック
や時間ベースの意思決定ツリーによる複雑なプロセスの自動化などが可能なカスタマイズ機

能を提供する。開発した新たな機能プロセスやアプリケーション全体は、Apex 同様にサーバ
上で実行することが可能となっている。 
なお、SuiteFlexの特徴として、SuiteScriptの拡張機能である「Suitelets（Serveletと同様の
技術）」という機能がある。この Suiteletsを利用すれば、新規のカスタムフロントエンドをス
クラッチから構築することや、完全にカスタムのバックエンドプロセスを構築して NetSuite
内でホストすることもできる。 

 
ハ）プラットフォーム化が生み出す新たな競争 
   SaaS ベンダーによるプラットフォームの提供は、SaaS ベンダーにとっては、自社のプラ
ットフォームを利用して新たなアプリケーションや拡張機能を開発してくれる ISV
（Independent Software Vendor）やパートナー企業が増えれば増えるほど、アプリケーション
の魅力が増すと同時に、新たな販売経路の拡大が期待できる。また、魅力あるアプリケーショ

ンが増加すれば、コミュニティの活性化を図ることが可能になる。 
   一方、SAP や Oracle など既存アプリケーションベンダーにとっては、SaaS ベンダーによ
るプラットフォームの提供は大きな脅威と成り得る。例えば、SAPでは、昨年から「SAP xApps」
という SOA に基づくコンポジット・アプリケーションの開発をパートナー企業と協力して推
進している。SAPはパートナー企業に対して、構成プラットフォーム（SAP NetWeaver）、構
成ツールのセット（Composite Application Framework、Visual Composer）、開発ツール、方法
論などを提供し、これらを活用して開発されたコンポジット・アプリケーションは「SAP xApps
認定パートナーソリューション」として、SAPのブランドのもと、マーケティング面などで恩
恵を授かることができるというものである。自社のアプリケーションと組み合わせて利用でき

るアプリケーション開発をプラットフォームの提供とともにパートナー企業を通じて推進す

るというモデルは SaaSベンダーの志向する方向性と非常に近い。今後はプラットフォームベ
ンダーとしてSaaSベンダーとアプリケーションベンダー間で新たな競争が始まると予想され
る。 
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（図 4－7）システムの利用形態の変遷 

 
（7）NGNの下での SaaSの拡大 

SaaS は、インターネットを介してアプリケーションサービスの提供を受けるものであること
から、利用企業にとって、インターネットの安全性、信頼性の確保が重要となる。現在のBest Effort
を前提とするインターネットの環境下においては、特に重要業務、基幹業務の分野における SaaS
型モデルの導入は難しいとみられている。しかしながら、NGN13（Next Generation Network）の
普及により、この差は大きく変化する可能性がある。すなわち NGNはインターネットに比べて、
通信の品質やセキュリティが高い。従って、SaaS の導入に対する抵抗感が少なくなり、これま
で以上に導入が加速する可能性が高い。 

 

（8）ソフトウェア業界に及ぼす可能性 
SaaS 型モデルは、これまでのパッケージ型ソフトウェアを開発し、販売してきた企業のビジ
ネスモデルを大きく変える可能性がある。2006年から、SAPや Oracleといったパッケージソフ
トウェアのライセンス収入で莫大な売り上げを上げてきた企業が相次いで SaaS 市場に参入し、
Microsoftも 2007年半ばに「Dynamics CRM Live」で参入（北米のみ）することが決まっている。
こうした動きは、ソフトウェア業界の巨人も SaaS型モデルの有効性を認めたことを証明するも
のであるといえる。 
しかし、これまでライセンス販売で収益を上げてきた SAPや Oracleは、基本的に薄利多売な
ビジネスモデルとなる SaaSを、積極的にセールスするに至っていない。これは、これまでパッ

                                                   
13 NGN（Next Generation Network）：インターネット技術を使った次世代 IPネットワークのこと。主に交換機を中心に構
築されてきた電話網を IP ネットワークで置き換えるものとして期待されている。また、信頼性が要求される防災や医療
分野での次世代アプリケーションの基盤としても、利用が見込まれている。IP ネットワークとしては、既にインターネ
ットが世界中で利用されている。これに対して NGN では、インターネットで実現できていない高信頼性と品質保証を実
現するために、現在のインターネットとは別のネットワークとして構築しようとしている。 
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ケージソフトの導入コンサルティングや構築、カスタマイズ費用で稼いできたパートナー企業に

とっても同様である。「ソフトウェアは所有するものから、利用するものへ」という時代の要請

が、こうした巨大ベンダーをも動かしたのは事実であるが、その一方で、マーケティング戦略、

パートナー戦略など、これまでのビジネス戦略、ビジネスモデルを大きく変えざるを得ないため、

当面は試行錯誤が続くと予想される。 
参考までに、従来のパッケージ販売（ライセンス販売）と SaaSの場合の投資回収期間の比較
を図 4－8に示す。 

 

   （図 4－8） パッケージ販売（ライセンス販売）と SaaSの投資回収期間の比較 

 （出典：産業構造審議会 情報経済分科会 情報サービス・ソフトウェア小委員会の資料より） 

 
 

SaaS 型モデルにおいて、サービス提供者はサーバによる集中管理を行うことから、大容量の
サーバの設置等、大規模な設備投資が必要となる。従って、SaaS 型モデルの根幹を成すサービ
スのプラットフォームを提供し得る企業は、かかる設備投資に耐え得る企業に限られる可能性が

高い。一方で、このようなプラットフォームを提供し得ないパッケージベンダーは、前者の企業

が提供するプラットフォームを活用して、このプラットフォーム上に、自ら開発したアプリケー

ションをサービス化し提供していく選択肢を取る可能性が高い。 
  先行する米国では、既にこうした分業体制が構築されており、Salesforce.com や Oracle など
自社でプラットフォーム（データセンター）を抱える一部の企業を除いては、SAPほどの規模の
企業であっても第三者（IBM）が提供するプラットフォームを利用して、SaaSを展開している。 
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（9）仮想化技術（VM：バーチャル・マシーン）の発展 
SaaS型モデルの発展型モデルを実現する中核技術として「仮想化技術」の活用が挙げられる。

SaaS 型モデルではサービスを提供するアプリケーション・プログラムを障害、セキュリティ面
で堅牢性に優れたサーバ上で稼動させることにより実現する。しかし、処理に関してはサーバと

ユーザ端末間でネットワークを介したやり取りが常時介在する。NGNによりネットワークの信頼
性、セキュリティが高まることは期待されるものの、ユーザ側としては、ミッションクリティカ

ルな分野等については、可能な限りネットワークを介したサーバ、端末間のやり取りを少なくし

たいとの要望が想定される。このため、仮想化技術を使い、サーバから OSレベルで処理環境を
端末に移動し、端末で処理して再度、サーバに格納するモデルが考えられる。これによりサーバ

と端末間のやりとりを最小限に抑えることが可能となり、ミッションクリティカルな業務は仮想

化技術を使い、ユーザ側の端末上で処理し、その他はサーバ上の SaaSモデルで処理することが
可能となる。将来的にはこのような仮想化技術を中核にして、ソフトウェアサービスの提供を行

うビジネスモデルが出現する可能性がある。 
 
（10）日本における SaaSに対する取り組みと SaaSマーケットの将来 
現在、日本において SaaSの形式で提供されているサービスはほぼ CRMに限られているとい

ってよい。しかしながら、先行する米国では、CRMのみならず、様々なアプリケーションが SaaS
の形態で提供されている。米国の SaaSコンサルティング会社 THINKstrategiesが運営する SaaS
に関するポータルサイト「SaaS Showplace」から、アプリケーション別に SaaS ベンダーをカ
ウントした結果（抜粋）を表 4－2に記す。 
 

（表 4－2）米国のアプリケーション分野別の SaaSベンダー数 

 カテゴリ ベンダー数 ベンダー例 
1 CRM 64 Salesforce.com、NetSuite 

2 Collaboration 45 WebEx 

3 Accounting/Financial 41 Intacct、NetSuite、Intuit 

4 HRM（Human Resource Management） 35 Ultimate Software、Workstream 

5 Document Management 31 NetDocuments 

6 SCM（Supply Chain Management） 29 Procuri、GXS 

6 eCommerce 29 Demandware、NetSuite 

（出典：http://www.saasshowplace.com/） 

 
SaaS Showplace では、43 の詳細なカテゴリに分けて SaaSベンダーを分類しており、上記

はベンダー数の多い上位 6 位までを抜粋したものである。CRM以外では、コラボレーションや
財務会計、人事管理の分野でも既に多くの SaaSが提供されている。 
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一般的に SaaS に適したアプリケーションはどういうものかと考えた場合、以下のような条
件が挙げられよう。 
・ライセンス費用が高価格で導入の敷居が高いパッケージソフトが存在する 
・それほど複雑なカスタマイズを必要としない 
・コア業務ではなく、コモディティ化した業務 
・利用ユーザ数の増減が頻繁に起こりやすい 

 
表 4－2 のランキング上位のアプリケーションは、この条件のいずれかを満たすものである。
今後、日本でどの分野のサービスが展開されるのか予測するのは難しいが、カスタマイズをそ

れほど必要としないコラボレーションや比較的、日本固有の商習慣の影響を受けにくい文書管

理や HRMは米国発のサービスでも受け入れられやすいと考えられる。逆に財務会計などは日本
の商習慣を熟知している国産ベンダーに大きな商機の可能性がある。いずれにしろ、今後、CRM
以外の分野に SaaSが広がるのは時間の問題であろう。また、表 4－2のランキング以外の今後
の注目株としては、BI（Business Intelligence）を挙げられる。BI大手の Business Objectsがレ
ポーティングツール「Crystal Reports」を SaaSとして提供したのを皮切りに、多くのベンチャ
ー企業が SaaS型 BIに参入している。BIは CRMとの連携においても効果を発揮するため、今
後、急速に進展する可能性がある。 

 
■業種特化型アプリケーションの可能性 

  もう一つ、今後の伸びが期待できるのは、金融や通信など特定の業界に特化したSaaSである。
こうしたバーティカルな SaaSは業界共通型の SaaSに比べ、米国でもまだ少ない。しかし、2007
年 2 月末に Salesforce.com が発表したファイナンシャル・アドバイザー向けの「Salesforce 
Wealth Management Edition（米Merrill Lynchがユーザ数 25,000人で導入を予定）」や、卸売業
者やソフトウェア会社向けに特化した SaaSを用意する NetSuiteのように特定業種向けの SaaS
は増加しつつある。このような SaaSの開発に当たっては、業界知識が必要となるため、ノウハ
ウを有するコンサルティング会社や SIerなどのビジネスチャンスが増加すると予想される。 
このように先行する水平型サービスに加え、今後、垂直型サービスが加わり、SaaS として提
供されるサービスは大きな広がりを見せることになると思われる。 

 
（11）SaaS導入事例 
  中小企業への導入事例・導入予測の規模別、業種別、用途別の分類 
 
ここでは、世界最大の SaaSベンダーである、Salesforce.comが公開している国内導入事例か
ら、ランダムに抽出した 10 件の事例をもとに、選定理由と導入効果について分析する。なお、
選定理由、導入効果については製品固有の機能に依存するものを除いて、SaaS の特徴に起因す
るもののみを抽出した。 
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■選定理由 
・初期費用が安い、かからない（10社中 6社） 
・カスタマイズが容易にできる（10社中 6社） 
・管理／運用コストがかからない、IT専任要員が不要（10社中 4社） 
・高度なセキュリティが確保されている（10社中 4社） 
・スピーディに導入できる（10社中 3社） 
・既存アプリケーションと連携が容易（10社中 2社） 

 
■導入効果 
・短期で導入できた（10社中 5社） 

例：検討から一週間で導入できた（アドバンスト・リンク） 
・保守・運用コストが低減できた、IT専任要員が不要になった（10社中 3社） 

例：IT導入コスト及び運用コストを年間約 1,000万円削減（浅野歯科産業） 
・セキュリティが向上した（10社中 2社） 
・自社構築の場合と比較してコストが削減できた（10社中 2社） 

例：システムを自社で構築する場合と比較して、年間 2,000万円のコスト削減を実現（ブ
リッジインターナショナル） 

     （添付資料 3「Salesforce.comが公開している国内導入事例（抜粋）」参照） 

 
選定理由としては、「初期費用が安い／かからない」、「管理／運用コストがかからない、IT 専
任要員が不要」、「スピーディに導入できる」という従来の ASP 時代から謳われていたメリット
に加えて、「カスタマイズが容易」、「高度なセキュリティが確保されている」、「既存アプリケー

ションとの連携が容易」という SaaSの特徴も多く挙げられて点が目をひく。 
導入効果として挙げられた点も、ほぼ選定理由に挙がった点と同様であり、選定理由がそのま

ま実際に効果として現れているといえる。 
  特に、「ヒト、モノ、カネ」が限られた中で、効果的に IT を活用したい中小企業にとっては、
コスト（初期コスト、運用コスト）を極力押さえつつも、自社に合うようにカスタマイズが容易

にできる現在の SaaSは非常に魅力的な選択肢となっていることを伺わせる。 
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4.2. SOA（Service Oriented Architecture）型モデル 

SOAとは、大規模なシステムを「サービス」の集まりとして構築する設計手法である。この場
合におけるサービスとは、他のコンピュータから利用可能となるように、ネットワーク上にイン

タフェイスを公開したソフトウェアであるとともに、｢受注｣「出荷」「配送」「売り上げ」等のビ

ジネスプロセス上の一かたまりの単位を指す。 
SOAにより、レガシーシステムもサービス化し、ウェブ・サービス等とコミュニケーションで
きるようになる。ただし、既存のレガシーシステムはウェブ・サービスと異なり、外部システム

からの利用を想定していなかったので、レガシーシステムに APIを付加する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 4－9）ウェブ・サービスとレガシーシステム 

 

SOAは、大手システムベンダーにとってはレガシーシステムをウェブ･サービスに接続し有
効に活用できるというメリットがあると同時に、最近台頭してきている SaaSへの対抗手段と
しても意味があると考えられる。何故ならば、SaaS によって提供されるサービスは、今後、
レガシーシステムで実行されていたミッションクリティカルなものにまで及ぶと想定される

からである。 
 

（1）SOAの背景 
従来のシステムは、基本的に自社内で使用することを前提に開発されてきた。よって自社開

発のシステム間は外部インタフェイスが標準化されておらず、また、ウェブ・サービスとの接

続も想定されていない。ところが、昨今の企業合併・買収などのビジネス環境の変化は激しく、

スピード面、コスト面で新たにシステムを開発することによりビジネスの変化に対応すること

が困難な状況となっている。また、企業はコストダウンの要請もあり、常に自らのビジネスプ

Googleも Amazonも外部システムから

利用されることを考えている 

外部システムから利用されることを

想定していなかったので APIが必要 

会計管理システム 

外部 

システム 

Google Amazon 在庫管理システム 

外部 

システム 

ウェブ・サービス レガシーシステム 

API API API API 
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ロセスを厳しく見直し、非効率な業務についてはアウトソーシングや外部サービスの活用を実

施し始めている。このような状況下で、様々な場面においてウェブ・サービスが活用されるよ

うになり、今まで自社内でクローズしていたシステムもウェブ・サービスへの対応が迫られて

いる。 

このような状況のもと、システムをサービスという単位で見直す SOAが出現した。 
 

（2）SOAの利点 
これまでのシステムは個別最適の積み重ねによって出来上がっている。これに対して SOA で
は、システム全体を見直すことによって、何のための IT なのかを考え直し、それを個別のプロ
セスに分解し、そのプロセスにあったサービスを選ぶ。SOA の下では、一つ一つのサービスは
カセットのように、独立して付けたり外したりできる汎用性の高い部品として、初めからパーツ

化されており、ビジネスプロセスの一部を容易にアウトソーシングしたり、外部のウェブ・サー

ビス業者が提供するサービスに置き換えることが可能になる。SOA の利点としては以下が挙げ
られる。 
 
■システム開発のスピード向上 
既存アプリケーションの機能を再利用することで、新規システムの開発から展開までの期間

が短縮される。 
 
■既存アプリケーションの有効活用 
既存アプリケーションの機能をサービス化して新規のシステムに組み込んで利用すること

が可能なため、既存アプリケーション資産の有効活用が出来る。 
 
■システム構築／変更／運用コスト削減 
アプリケーション間の依存度合いを低減できるため、修正箇所が局所化され、システム構築

／変更／運用コストが下がる。 
 

（3）SOAの概要 
図 4－10は、SOAの概要図である。SOAをビジネスプロセス層、サービス層、コンポーネン

ト層に分けて考えている。ビジネスのプロセスをビジネスプロセス層で定義し、各プロセスが、

必要なサービスをサービス層にリクエストする。サービス層ではサービスを実現するためのコン

ポーネントを見つけ出し、それらコンポーネントを実行することによりサービスを提供する。 
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（4）SOA関連技術 
SOA に関する技術は様々なものがあるが、ビジネスプロセス層、サービス層の代表的な技術
について記述する。 

 

 ■サービス層を代表する技術 

 
【ESB（エンタープライズ・サービス・バス）】 

ESB(Enterprise Service Bus):「サービス」へのアクセスを、バスを介しておこなうという
アーキテクチャ・パターンである。Gartnerでは、「Webサービス及び他の標準仕様に基づい
て書かれた標準コンポーネントをお互いにリンクすることができる標準技術に基づいたバ

ス」と定義しており、標準を強調している。一方 IBM では、「ESB とは複数の製品が協調し
て実装、構成される論理的なバスであり、一つのデザインパターンである」と定義している。

ESB も SOA と同様、一種の概念に近いものであり、実装は個々のベンダーに委ねられてい
る。そのため、これが ESBであるといった製品がある訳ではない。 

ESB は、サービス・リクエスターとプロバイダー、更にこれら両者を仲介するブローカー
により構成される。ブローカーは、メディエーション・モジュールとして実現されており、

サービスを要求するメッセージのフィルタリング等の機能を実現している。 

一つのクライアントが複数のサービスを呼び出し、更に複数のクライアントが複数のサー

ビスを呼び出すと、図 4－11aのように、その組み合わせは非常に複雑なメッシュ状になる。 

                 ビジネス 
プロセス層 

 

   

 

                   

 

サービス層 

     

     
  コンポー 

ネント層 

メディエーション・モジュール 

 

メディエーションの機能 

サービス・ 
プロバイダー 

サービス・ 
リクエスター 

ESB (Enterprise Service Bus) 

(サービスのリクエスターとプロバイダーの 
 間を仲介し、ESBとしての機能を実現） 

BPEL (Business Process Execution Language) 

リクエスター プロバイダー ブローカー 

長期間のプロセスや業務が失敗した際の回復等のた

めに必要である。 

（図 4－10）SOAの概要 
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あるサービスの場所が変わった場合、その影響はサービスを呼び出しているクライアント全

体に及ぶ。そこで図 4－11bのように間に仲介役のハブを置き、ハブを通してサービスにアク
セスする、これが ESBの考え方である。 
 

 
 

 

 
 

 

■ビジネスプロセス層を代表する技術 

 

【BPEL（Business Process Execution Language）】 
XMLベースのワークフロー記述言語であり、複数のWebサービスを連携させることで、
複雑なビジネスプロセスフローを定義することができる。ビジネスプロセスを記述・設計す

るための言語としての側面と、ビジネスプロセス・エンジン（オーケストレーション・エン

ジン）などと呼ばれる実行環境で、Webサービスによるプロセスを実行するスクリプト言語 
としての側面がある。 

BPELは、Webサービスの呼び出し、データの操作、障害通知、例外処理、プロセスの終
了などのアクティビティを結び合わせて、複雑なビジネスプロセスを定義する。また、処理

フロー記述のほかに、B2B（企業間の取引）フローのように、異なる企業間でのWebサービ
ス連携の記述にも適用可能となっている。 

（@IT情報マネジメント http://www.atmarkit.co.jp/aig/04biz/bpel.htmlより転載） 

 

図 4－11a 図 4－11b 
（図 4－11）システム連携基盤としての ESB 
（出典：IBM SOA入門 http://www-06.ibm.com/jp/software/websphere/developer/soa/4.html） 
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（5）今後の展望 
SOA は、現時点では、大手システムベンダーが試作を行うとともに、一部のユーザにおいて
限定された業務について導入がなされる等、まだ端緒についた状況である。 
しかしながら、SOA の出現の背景には、経営戦略の分野における「モジュール化」の浸透が
ある。経営戦略における「モジュール化」は、ビジネスの流れを分業化して、半自立的なシステ

ムに分解することである。これまでこのような経営戦略上のビジネスプロセスの処理単位と、企

業のコンピュータシステムの構成単位は、全く異なっていた。今後、コンピュータシステムの単

位は、企業の経営戦略の観点から見直され、経営戦略上のビジネスプロセスを構成するモジュー

ルの単位に、双方の構成単位がそろっていく可能性が高い。このようなことから、3～5 年を展
望すると経営戦略上「モジュール化」を指向する企業において SOA の導入は着実に進展するこ
とが予想される。 
また、SOA の進展に伴って、異種サービス間、異種システム間においてやりとりする情報の
持つ意味が、双方にとって理解可能なものとする必要性が高まってくることが予想される。例え

ば、既存のレガシーシステムと、ウェブ・サービスを活用する部分で「顧客データ」の定義が異

なっていた場合、データのやり取りはできず、一貫したビジネスプロセスが構築できなくなる可

能性もある。このため、企業規模で情報統合やセマンティックの統一が重要になっていく可能性

がある。 
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（参考） 
■米国における SOAの現状 

SOA については、IBM、Oracle、HP 等の大手ベンダー、webMethods 等の中小ベンチャー
が、大企業向けサービスを中心に乗り出している。 

Oracleは、SOAの成熟度を 5段階のレベルに分け、更に SOAにおける経営との一体性の重
視を訴える。 
 

（表 4－3）SOAの成熟度レベル 

呼称 レベル 特徴 

Level 5 

 

レベル 5 SOAは迅速、且つ、コスト削減を図りつつ

Business Initiativeをサポートすることを可

能にする 

Measured 

 

レベル 4 SOAはビジネスプロセス最適化のため、ビ

ジネスプロセスの数量的管理及びモニタリ

ングを目指す 

Enterprise 

 

レベル 3 SOA はビジネスプロセスの automation 及

び improvementに焦点を当てる 

Systematic 

 

レベル 2 SOAは現存するプロジェクトのポートフォ

リオに適用される 

Opportunistic 

 

レベル 1 SOAはプロジェクトごとにシンプルで迅速

なプロジェクトに焦点を当てる 

（出典：Oracleの資料をもとに作成） 

 
また、HPは SOAのリスクについて、下記のように言及している。 
・ある機能が多くのサービスで利用された場合に変更のインパクトが大きくなり実質的に

変更が不可能となる 
・クレジットカードの承認のように、カード会社によって微妙に異なるため再利用できな

いサービスがある 
・SOAの統治が不充分だと、重複したサービスを導入してしまう 
このように、SaaSに比べ、導入に当たっての課題は多いと見られ、SOAの本格的な普及は

まだこれからとの観がある（HPは、2007年を SOA元年と称している）。 
 
また、Sprint14では、従来 B2Bでビジネス間同士で個別にインタフェイスを設定していたも

のを Web サービス化することで、①新たなコラボレーション増、②個別対応コスト減を達成

                                                   
14 Sprint：http://webservices.sprint.com/ 
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している。つまり、SOA は社内システムの効率化を目指して導入されるというよりも、複数
企業間での複合システム構築の要として、今後急速に利用拡大が進むものと思われる。 

 
■SOAとセマンティックWebの関係 
  米国におけるセマンティック Web については、単体でビジネスになるレベルには至ってい
ないようである。セマンティックWebは SOAに組み込まれる形で、ビジネスで使われ始めて
いる。SOA の導入プロセスにおいて、サービス間のデータの一貫性を実現するためのツール
として利用されているが、大手企業においても関心は持たれつつあるものの、本格的な実現は

やや先の観がある。 
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５．情報の価値を高める進化 
  

インターネットは、コミュニティにおける様々な情報をハイパーリンクで結びつけることによ

って、そのコミュニティにおける情報共有を容易にすることを目的として考え出された。しかし

その後、世界規模の巨大な情報発信・広告媒体へと変貌し、更には商取引や分散システムのイン

フラへと発展してきている。 

このような中で、前述のようなウェブの情報量の急激な増大、更には情報の氾濫の中で真に必

要な情報が探せない、生かされないといった状況が現出している。このため、 
・データのWeb（Web of data）を実現－汎用的なデータ表現の枠組みを与え、複数の情報源を
統合利用しやすくする 

・情報をその定義や背景に結び付け、利用価値を高める 
・より効率的な情報アクセスや情報解析を可能にする 
等のため、情報そのものの付加価値を高めていく方向が求められている。情報そのものの付加価

値を高めるという流れは、既にある情報について如何に網羅的に検索するかという従来の考え方

に対して、検索技術を高めることから見ると「コペルニクス的」発想転換とも言える。 

 

■情報の価値を高める進化の進み方 

情報の価値を高める進化は、ブログ（RSS）→マイクロフォーマット→セマンティックWeb 
という流れで進んでいると考えられる。 

 

5.1. ブログから RSS：Rich Site Summary（メタデータの活用）へ 

ブログは導入当初は、変更が容易な日記として紹介された。しかし、ブログが持つ更新記事を

発信する機能である RSSが使われるようになり、世の中で起こる事件等に対するコメントをいち
早く知るツールとなった。 

 

5.2. マイクロフォーマット 

ブログなどで利用されている RSSや RDFなどを利用しなくても、XHTML15などにメタデータ

を埋め込んで情報配信や収集を行おうとする動き、またはそのフォーマットを指す。マイクロフ

ォーマットには、商品や映画などのレビューを記述するため hReviewなどのフォーマットがあり、
標準化のためにmicroformats.orgという団体も発足している。 

（http://www.blwisdom.com/word/key/001024.htmlより転載） 

 

                                                   
15 XHTML（Extensible HyperText Markup Language）：Webページを記述するためによく使われる HTMLを、XMLに適
合するように定義し直したマークアップ言語。W3Cが仕様策定を行っている。 
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5.3. セマンティック Web 

（1）セマンティックWebとは 
セマンティックWebとは、Webページ等の情報を記述する際に必ずそれが何を意味するか
を表すデータ（メタデータと呼ばれる）を付与することで、より複雑で精度の高い検索を可能

にしたり、特定の種類の情報を収集して活用することができるようにする構想である。これに

よって、インターネットを単なるデータの集合から知識のデータベースに進化させようという

試みでもある。セマンティックWebの世界では、Webページは XML（HTMLを XML標準に
対応させた XHTML を含む）によって記述され、その中に RDF というメタデータの記述言語
を用いて情報の意味を埋め込んでいく。メタデータで使われる語彙や分類体系、言葉の相互の

関連などの構造は OWL（Web Ontology Language）というオントロジーを記載する言語で記
述する。これらの技術は WWW に関する技術の標準化を行う W3C（World Wide Web 
Consortium）によって標準化の作業が進められている。 
 

（2）セマンティックWebの発展過程 
セマンティックWebの発展のプロセスは、次の3つのフェーズを経ていくとの見方がある。 
フェーズ 1 は、背景で述べたように RSS 等情報に対するメタデータ付与により、情報の付加
価値を高めていく段階である。 
また、フェーズ 2はメタデータを活用するオントロジーとの組み合わせが行われる。 
更に、フェーズ 3においては、知的エージェントとの活用が可能となる。 

 

セマンティックWebの発展段階 
<フェーズ 1> メタデータ活用：メタデータはデータに対して与えられる付加的情報で
ある。Webコンテンツにそのコンテンツの管理や処理のためのメタデータを付与するこ
とにより、整理や統合など効果的なコンテンツ管理が可能になり、また高度なコンテン

ツ利用が可能になる。 

 

<フェーズ 2> メタデータとオントロジー活用：オントロジーは、メタデータを活用す
るための知識である。オントロジーにより、業界による用語の表現の違いを吸収するこ

とや用語間の関係を反映した推論処理を行うことが可能になる。 

 

<フェーズ 3> メタデータとオントロジーと知的エージェントの活用：知的エージェン
トは、Web 上の計算機で行う様々な処理である。オントロジーの定義によって知識の
相互運用性が高まることにより、Web 上の計算機のデータを連携した高度な処理が可
能になる。 

 （「セマンティックWeb入門」－（財）情報処理相互運用技術協会 編集より） 
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（3）セマンティックWeb関連の技術 
 

 

 

 

 

（表 5－1） セマンティックWeb技術階層の説明 

WRL：Semantic Web Rule Language SWRL FOL：SWRL First Order Logic RuleML：Rule Markup 

Language（RuleML.org） 

                                               （出典：野村総合研究所） 

レイヤー 役割 W3C仕様 その他仕様 

Trust 
・コンテクスト、プルーフ、暗号化と電子署名により、エ
ージェントが示した結果の信頼性を判断 

OWL/T   

Proof 
・エージェントの処理の履歴、処理理由など、結果を導
いた根拠を示す 

OWL/P   

Logic 
framework 

・メタデータやオントロジーを用いて問題を解決するた
めの論理式を定義する枠組み。ならびにそれに基づ
くエージェントの処理 

SWRL FOL    

Rules ・ビジネスルールの定義 SWRL RuleML 

Ontology 

・より精密な語彙の定義と、複数のスキーマの関係付
け・融合を可能にするという推論 
・その語彙が取り得る値の範囲や上限下限値など簡
単なルールであれば定義可能  

 
OWL 
OWL-S 

WSDL-S 

RDF 
Schema 

・語彙（クラス、プロパティ）を定義する手段の提供 RDF Schema   

RDF MS ・機械処理可能なメタデータの表現（データモデル） 
RDF Model & 
Syntax 

  

 

（図 5－1）セマンティック・ウェブの技術スタック 
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セマンティックWeb関連の技術として以下があげられる。 
 

 
 
 

 

 

 

 

イ）メタデータ自動生成（上記フェーズ 1に対応） 
文字データ、画像データ等にタグ付けをすることも含み、メタデータを生成するには２通

りの方法がある。一つの方法は人力によって生成する方法である。Googleの Google Image 
Labelerは、ゲーム感覚で画像にタグを付けるものである。もう一つの方法は、ソフトウェア
を利用してメタデータを自動生成するものであり、インターウォーブンが提供する Meta 
Tagger等の製品がある。 

 

ロ）Web上の RDFで定義されたデータに対する検索技術である SPARQL（SPARQL Protocol 
And RDF Query Language）（上記フェーズ 1に対応） 

 

RSS のような RDF フォーマットで保存されるデータが増えてきたために、特定の情報を
見つけるための簡単な方法が必要になってきた。強力な、新しい照会言語である SPARQLは、
その要求に応えるものであり、これを利用することによって、RDFの山の中から必要なデー
タを容易に見つけることができる。 

 
SPARQLは RDF照会言語であるため、検索の対象となる RDFグラフが必要になる。RDF
グラフは複数の RDF トリプルにより構成され、RDF トリプルは主語(Subject)、述語 
(Predicate)、目的語(Object)の 3つの組（トリプル）で成り立っている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

イ）メタデータ自動生成 

ロ）Web上の RDFで定義されたデータに対する検索技術である SPARQL（SPARQL Protocol 
And RDF Query Language） 

ハ）オントロジー 

ニ）セマンティックWebエンジン 

主 語 目的語 
述 語 

（図 5－2）トリプルの RDFグラフ表現 
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SPARQLは、RDFのデータを検索するための照会言語とプロトコル（やり取りの方法）で
ある。Rule、Logicといった層と合わせ、オントロジーに従って記述、蓄積したデータから有
益な情報を取り出す方法を標準化しようとする技術である。 

既に、データベースで世界的に圧倒的シェアを占める Oracleにおいても、地理情報システ
ムで培った技術を基盤として、RDF 及び SPARQL を活用し、国防等一部の分野で導入を開
始している。 

 

ハ）オントロジー（上記フェーズ 2以降に対応） 
セマンティックWebに関する本格的なアプローチとして、オントロジー関連技術がある（表

5－2の「セマンティックWeb技術」参照）。 
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（表 5－2）セマンティックWeb技術 

オントロジー 

ポーティング技術 

■既存の関係データベ

ースやタクソノミーや

シソーラスをオントロ

ジーに変換するための

技術 

オントロジー 

構築技術 

セマンティックデータ 

生成技術 

■GUI やウェブのイン
タフェイスを介して生

成する技術 

■非構造データ（平文

データ）の構文解析に

より（半）自動的にオ

ントロジーを生成する

技術 

オントロジー 

格納管理 

・パーサ技術 

・大規模オントロジー管理技術 

・オントロジーの可視化技術 

・オントロジー更新／変更技術 

・オントロジー安全保護技術 

 

セマンティック

Web 

基盤技術 

オントロジー利用基盤 

・オントロジーマッピング技術 

・オントロジー重ね合わせ技術 

・オントロジー問合せ技術 

・意味検索技術 

・論理操作技術 

・関係追跡技術 

・推論エンジン技術 

 

セマンティック

Webアプリケー

ション技術 

・セマンティックWebサービス 
・知的検索サービス 

・サービス仲介エージェント 

・セマンティックディスクトップ 

・セマンティック個人情報管理 

ツール 

・セマンティックブログ 

・セマンティックWiki 
・適応コンピューティング 

・データマイニング 

・セマンティックコラボレーション 

・セマンティックグリッド 

  

特殊 

オントロジー 

・トップオントロジー 

・法令オントロジー 

・規格オントロジー 

・辞書オントロジー 

  

（「米国 SICoP白書」サイバーエッヂ 清水氏の翻訳による） 
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■オントロジーとは 
ウェブをはじめとする文書検索において、従来の方法では単語単位での一致か、よくても

類義語を含む文書を検索するのが限度であった。オントロジーとは、各文書にそれぞれの文

書の内容を説明する意味情報（メタデータ）を付加し、メタデータを記述する用語を定義す

る構造を構築する。この構造がオントロジーとなる。 
オントロジーを導入することにより、検索対象となる文書が単なる単語の集まりとしてで

はなく、文書全体で大きな意味を持ったデータとして扱われ、各文書について統一的な付加

情報をもたせることができる。これにより、本当に必要な情報を的確に検索することが可能

となる。 

 

■オントロジーの例 

かぜ薬Ｌについて検索をする際に下図のようなオントロジーが整備されていれば、単なる

マッチング検索では不可能な推論も可能となる。例えば、かぜ薬Ｌの成分にフマル酸クレマ

スチンが含まれており、フマル酸クレマスチンの禁忌に緑内障があれば、かぜ薬Ｌは緑内障

の人は飲んではいけないとの推論を電算機が行うことができ、かぜ薬Ｌで検索した際に禁忌

情報を検出することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■オントロジーの構築について 

オントロジーの構築については以下の 2種類のアプローチが考えられる。 
①トップダウンで体系的に構築する 

例：医療等の学問に基づくオントロジー 

かぜ薬 L 

フマル酸 

クレマスチン 

てんかん 緑内障 

抗コリン作用 

成分 

作用 

禁忌 禁忌 

推論 

（図 5－3）オントロジーの例 
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②ボトムアップで網羅的に構築する 

例：人々の鑑賞対象としての音楽のオントロジー 

現在、ウェブ上の情報でオントロジー化されているものは、ウェブ“全体から見れば”

極めてわずかであり、且つそれぞれが離散的に作られているに留まっている。 

また、セマンティックWebに関する技術の開発状況は、小規模且つ単純なオントロジー
向けのセマンティックWeb基盤技術の開発が終了した状況にあると言えるが、大規模のオ
ントロジーや複雑なオントロジーを処理するものとしては不十分である。セマンティック

Webアプリケーション技術で実用的なものはまだ見当たらない。 
セマンティックWebに関するキーテクノロジーは、何と言ってもセマンティックWeb

基盤技術であり、特に、大量のオントロジーを簡単に作成し、安全に管理し、性能の良いオ

ントロジー利用のための APIの実現が必要である。次に重要なキーテクノロジーはセマン
ティックWebアプリケーション技術の中の知的検索技術である。 

 

■我が国における取り組み 

① (財)情報処理相互運用技術協会（INTAP）の次世代Web委員会（旧セマンティックWeb
委員会）において、セマンティックWeb技術の検討と普及、啓蒙活動を行っている。 

② (株)サイバーエッヂが、日本初のセマンティックWeb基盤パッケージである「セマンテ
ィックWebエンジン」を発売 

③ (財)インターネット協会がコンテンツラベリングのためのオントロジー記述標準を開 
発 

④ 上記の次世代Web委員会において、程度表現オントロジーの標準を策定中 
⑤ NEDO事業である情報家電サービス基盤プラットフォーム（SPIA）において、情報家電
オントロジーを策定中 

⑥ (株)サイバーエッヂ、慶応義塾大学 SFC研究所、及び（財）国際医学情報センター（IMIC）
により、医薬規制用語（MedDRA：Medical Dictionary for Regulatory Activities）を OWL
へポーティングし、大規模オントロジーである「MedDRAオントロジー」を開発し、2006
年 7月に開催された医療情報学会で発表 

⑦ 東洋医学会において、東洋医学に関するオントロジーの開発に着手（漢方薬及び生薬を
含む） 

⑧ 静岡大学において、セキュリティに関する情報（ISO 規格、セキュリティに関係する管
理情報）のオントロジー開発に着手 

 
わが国では、大手ベンダーでは研究所レベルでの取り組みが開始されている。例えば、

富士通では RSSリーダ、自動メタ化技術の開発を開始しており、また、リコーとの共同研
究（OKAR：An Ontology for Knowledge Activities Resources）も実施されている。 
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また NEC においては、オントロジーを活用した機密情報捻出、分類技術の研究開発が行
われている。 
海外においては、W3C、米国では DARPA DAMLプロジェクト16、欧州では EU-ISTプロ

グラム17等実用化に向けたプロジェクトが開始されている。 
 

ニ）セマンティックWebエンジン 
セマンティックWebエンジンは、慶應義塾大学 SFC研究所の清水研究員が 2004年の初め
に開発した我が国初のセマンティックWeb基盤パッケージシステムである。 
セマンティックWebエンジンの開発の狙いを以下に示す。 
・日本人にとって使いやすく、且つ日本語処理可能なセマンティックWeb基盤を提供する 
・簡単にセマンティックWebアプリケーションを作ることを可能にする 
・セマンティックWebに対する APIの標準案を作成する 
・RDF/OWLの構文の詳細知識なしでも、必要情報を入力するだけでメタデータやセマン 
 ティックデータを作ることを可能にする 

・性能が良くコンパクトな汎用 RDF/OWLパーサを提供する 
・RDF/OWLの記述順序に則した N-Triplesデータの生成機能を提供する 
・オントロジーデータの意味を分かりやすく表示する 

 

以上、イ）～ニ）のセマンティックWeb関連の技術をまとめると下図のようになる。 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
16 DARPA DAMLプロジェクト：DARPA（Defense Advanced Research Projects Agency：米国防総省の研究・開発部門)
がWebソフトウェア開発会社 Teknowledge社に委託して開発しているセマンティック(意味解釈)Web開発用言語 DAML 
(DARPA Agent Markup Language)により、XMLフレームワークを使って言葉の意味に重点を置く次世代版World Wide Web
を構築し、Agent Semantic Communication Serviceを実現するプロジェクトである。 
17 EU-ISTプログラム（欧州における情報社会技術Information Society Technologiesプロジェクト）：EU における情報社
会技術研究開発政策として、欧州委員会が自らの補助金給付を柱とし、5ヵ年計画で行う「フレームワークプログラム
（Frameworkprogram :FP）」が実施されており（1984年発足。現在、第 6 期は 2002 年～2006 年の 5 年間）、その内の情
報通信技術に関する研究開発がIST（InformationSociety technologies: 情報社会技術）である。 

RDF 

オントロジー 
Structured 
＆ 

Unstructured 
Data Sources 

SPARQL 

ユーザ 

ユーザ 

セマンティックWeb 
エンジン 

（図 5－4）セマンティックWeb関連の技術   （Oracleの資料をもとに作成） 
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（4）セマンティックWeb適用事例 
  セマンティックWeb の適用事例は、2000 年～2003 年頃は、欧州を中心にした研究プロジェ
クトが中心であったが、2004年以降は先進企業による実適用が始まった。また 2006年頃からは、
ベンチャー企業によるコンシューマ向けサービスへの適用が徐々に始まりつつある。 

 
（表 5－3）セマンティックWeb適用事例一覧 

No. 事例 備考 
① フィンランド美術館のワンストップ検索 欧州、研究プロジェクト 

② スイス生命の会計情報検索 欧州、研究プロジェクト 

 
①フィンランド美術館のワンストップ検索 
本事例は、欧州連合委員会の下部組織である IST（Information Society Technologies）の
「On-To-Knowledgeプロジェクト」における実証実験として実装された事例である。 
本事例では、欧州内の複数の美術館が所蔵する美術品のワンストップ検索を、セマンティ

ックWebを応用することで実現している。 
・適用前：美術館ごとに異なるメタデータや語彙が使われていたため、美術館ごとに用意

された専用のアプリケーションを通してのみ美術品を検索していた。 
・適用後：美術館ごとに異なるメタデータや語彙をオントロジーを使い一元化することで

ポータルサーバから複数の異なる美術館に所蔵されている美術品をワンストッ

プで検索することが可能になった。（図 5－5参照） 
 

美術館Ａ

美術館Ａ
画面

異なる操作方法 ポータル
画面

ポータルサーバ

推論
エンジン

データＡ データＢ データＣ

オントロジー

異なる意味を
自立的に理解

美術館Ａの
メタデータ

美術館Ｂ

美術館Ｂの
メタデータ

美術館Ｃ

美術館Ｃの
メタデータ

異なるメタデータ

美術館Ｂ
画面

美術館Ｃ
画面

美術館Ａの
メタデータ

美術館Ｂの
メタデータ

美術館Ｃの
メタデータ

データＡ データＢ データＣ

メタデータは異なったまま

異なるメタ
データで使用
されている語
彙の関係をオ
ントロジーとし
て記述

セマンティックWeb適用前 セマンティックWeb適用後

 
図 5－5：フィンランド美術館のワンストップ検索事例 

                                   （出典：野村総合研究所） 
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②スイス生命の会計情報検索 
本事例も「On-To-Knowledgeプロジェクト」における実証実験として実装された事例であ
る。本事例では、国際会計標準の用語と社内に散在する国際会計標準に関係する情報をそれ

ぞれオントロジーとして定義することで、利用者は国際会計標準の用語もしくは従来使用し

ていた用語のどちらを使っても必要な情報を検索可能にしている。 
・適用前：会計情報は、組織ごともしくは個人ごとに異なるメタデータで作成され、エク

ストラネット上に散在していた。国際会計標準の適用義務化により、会計情報

の一元管理が必要となった。 
・適用後：国際会計標準の用語等をオントロジーとして定義、更にエクストラネット上に

散在する会計情報もそれぞれオントロジーとして定義した。それぞれに定義し

たオントロジー同士を関連付けることで、国際会計標準の用語を使っても、従

来から使用している会計情報の用語を使っても、エクストラネット上に散在す

るすべての会計情報を検索対象にし、国際会計標準として必要な結果を出すこ

とが可能になった（図 5－6参照）。 
 

スイス生命のオントロジーと
国際会計標準のオントロジーを統合

国際会計標準

オントロジー

Knowledge Directory

エクストラネット上の分散しているドキュメント
（組織毎／個人毎に異なるメタデータを使っている）

自分が知っている用語で検索依頼
（国際会計標準用語でなくてもよい）

国際会計標準に関する資料がヒット
する。

メタデータＡ メタデータＢ メタデータＣ

 

（図 5－6）スイス生命の会計情報検索事例 

                                 （出典：野村総合研究所） 
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６．今後数年間のウェブ･サービス技術動向 
 

今後のウェブ･サービス技術の動向は、まず、ソフトウェアのサービス化が既に SaaS 型モ
デルを中心に進展し始めている。中期的には、SOA型モデルの導入が本格化することが予想さ
れる。更に長期的には、セマンティックWebの試みが本格化していく。セマンティックWeb
とウェブ･サービスが組み合わさった「セマンティックWebサービス」に向かうと考えられる。 
 

6.1. セマンティック Web サービス  

富士通研究所の松井氏は、次世代Webの軸で考察している。「情報をつなげやすくする進化」
と「サービスをつなげやすくする進化」の二つである。（図 6－1参照） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図 6－1）次世代Webの 2つの軸   （出典：富士通研究所 松井くにお氏作成の資料） 

 

・情報をつなげやすくする進化： 

HTML のリンクで URL 等を指定することのみでつながっていた情報が、サーチエンジンの
出現により、リンクが張られていないページ中の情報もキーワード検索により論理的なつなが

りをもつようになった。また、ブログの出現はトラックバック機能により、ブログ同士を結び

つけ、関連情報を一層つなげやすくした。これらが更にセマンティック Web の普及に伴い、
RDFで主語、述語、目的語を記述することにより、情報間に意味的なつながりを付与するよう
に進展していく(図 5－2「トリプルの RDFグラフ表現」参照)。 




